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ソ連経済改革の新段階＊
一1979年7月決定を中心に一

宮　鍋 幟

■

‘

ρ

●

はじめに

　ソ連では昨年7月12日に，かなり長文の「計

画化の改善と，生産の効率および作業の質の向上

にたいする経済メカニズムの作用強化について」

と題する共産党中央委員会と連邦閣僚会議の共同

決定が採択された。その内容は，計画編成方式の

変更にかんする総論と工業におけるその具体的措

置をのべた第1部，建設業の計画編成方式・管理

機構の変更を含む投資効率向上策を規定した第

H部，経営体におけるホズラスチ目一トと経済的

刺激の強化策を扱った第一部の3つから成り，

このそれぞれに盛りこまれた諸措置は，つぎの第

11次5ヵ年計画（1981～85年）から実地に適用さ

れることになっている。その後，この決定にかん

れんして，噛 ｻの実施細目を具体的に定めた各種の

「方法的指示」や「規定」類がすでに50余りも

公布され1），また1982年1月1日実施予定の工業

卸売価格の全般的改訂もその準備作業が進行中で

あり，さらに農業についても，買付価格改訂をふ

くむ計画化と経済的刺激の改善案が策定を終えた

と伝えられている2）。みられるとおり，今回の決

定はかなり大がかりな改革を含んでいることがわ

　＊　本稿は昭和55年度文部省科学研究費補助金（一

般研究（D））による研究の一部である。

　1）．［15］には今回の決定と関連してそれ以後本年4

月半ばまでに公布された43の「方法的指示」や「規
定」その他が収録され，ている。筆者は本年6月に臨時

出版された本文献を，当時モスクワ留学中であった龍

谷大学大津定美助教授のご好意により入手することが

できた。残りの10余りの「方法的指示」類は，本年4

月末以降に公布されたものについての筆者の概算。

　2）［2］CTP．8．農業についてこのように述べてい
るのは筆者の知るかぎりこのグルシコフ論文だけであ

る。

かる。

　周知のように，それまでの集権型計画管理制度

に広汎な改革を加えることを企図したソ連のいわ

ゆる「経済改革」は，1965年秋に開始されたが，

その後70年代を通じて，その内容にいくつかの

部分的変更が施され，また，さらに新たな手直し

を模索するための各種の実験（一部の企業合同や

企業に従来のものと異なる新計画指標を試験的に

適用してみることなど）が行なわれてきた。これ

との関連でいうと，79年7月の決定は，ソ連の経

済改革の進行過程で行なわれたこれらの部分的変

更や実験結果を正式に集大成したものであり，80

年代におけるソ連の計画管理制度の在り方を基本

的に規定する重要文書という性格をもっている。

つまり，この決定によりソ連の経済改革は，ここ

にその第2段階ともいうべき新たな段階を迎える

ことになったといえる。以上の事情をふまえて本

稿では，今回の決定にふくまれるいくつかの特徴

を概観し，若干の考察を加えたいと思う。ただし，

以下においてははじめにのべたこの決定の3部構

成のうち，考察の対象を主として第1部に限定し，

その他の部分についてはつぎの機会にゆずること

にする3）。

1計画編成方式の変更

　79年7月の決定でまず注目されるのは計画編

成方式の変更であるが，この変更のおもな特徴は，

従来のソ連に存在しなかった長期・短期計画の結

合がはじめて試みられ，ていること，そのなかで5

ヵ年計画をソ連における計画編成の「主要形態」ジ

　3）　79年7月の決定の原文は［10］を利用した。こ
の決定全文は《nJlaHoBoe　xo3曲cTBo》，　N（L　9，1979の

ほか［15］にも収録されている。
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あらゆる経済活動を組織するための「基礎」と規

定し，計画体系におけるその役割向上がはかられ

ていること，の2点である。そこでまず，これら

の点を明らかにすることからはじめよう。

　1．長期・短期計画の結合

　従来からソ連における計画は，その対象とする

期間からみてつぎの3種類のものが作成されてき

た。15～20年の長期展望計画（長期計画），5年

を標準とする中期計画（5ヵ年計画）および短期計

画（年度計画）がそれである。これらは対象期間の

短い、ものほど，内容が詳細で実行計画としての性

格が強く，その意味でよりオペレーショナルなも

のになっていることはいうまでもない。しかし，

これまでソ連の長期計画は単発的にしか作成され

ず，作成されたものもその後見直しされることが

なく，やがて現実のプロセスどのずれが大きくな

ってすべて廃止されるか棚上げされる始末であっ

たから，一般に長期計画と中期6短期計画との間

の連係は存在しなかった。この点，今後はつぎの

ように改められることになった。

　まず，連邦科学アカデミー・国家科学技術委員

会・国家建設事業委員会の3機関が担当者となっ

て，5ヵ年計画のばじまる2年まえに「科学技術

進歩20ヵ年総合プログラム」（5ヵ年区分つき）が

作成され，連邦閣僚会議と連邦ゴスプランに提出

される。つぎにこの総合プログラムと党の決定し

た長期の政策課題にもとづいて，「経済社会発展

10ヵ年基本方向」4）が策定される。このばあい前

半の5ヵ年は諸指標が年度区分つきで示され，後

半の5ヵ年については最終年次の主要指標のみが

示される。その原案作成作業は連邦ゴスプランが

中心になって関係機関の参加のもとに進められ，

ゴスプランは5ヵ年計画開始1年半まえに10ヵ

年基本方向案を連邦閣僚会議に提出することにな

っている。

　そして重要なことは，いったん策定された20

　4）　ソ連の計画はごく最：近まで「国民経済発展計

画」と呼ばれ，ていたが，1978年度の計画から「経済社

会発展計画」と改称された。この事情はソ連の新憲法

草案の審議中にこの新名称が提案され，これが新憲法

（77年10月制定）にそのまま採用されたためである。

Vo1．31層No．4

ヵ年総合プログラムと10ヵ年基本方向がいずれ

も5年たつごとに見直されて，必要な修正と新た

な5ヵ年分の追加が行なわれること，およびこの

ような見直しを伴う10ヵ年基本方向がつねに基

礎になって5ヵ年計画の策定が行なわれる，とさ

れていることである。このうち後者の点について

いうと，ソ連では第1次5ヵ年計画（1928～32年）

の揚合をのぞき元来その5ヵ年計画は課題の年度

区分を伴っていず，実行計画の重点は年度計画に

おかれてきたが，1971年いらい年度区分つき5ヵ

年計画の作成に踏切り，それに応じて企業合同や

企業も自己の年度区分付5ヵ年計画をもつように

なり，したがって最近では5ヵ年計画と年度計画

はそれなりに連係されている。したがって10ヵ

年計画（10ヵ年基本方向）が5ヵ年計画と連係さ

れれば，ともかくそこに長期・中期・短期という

3種類の計画の連係ないし結合が成立することは

明らかである。しかも10ヵ年計画のうちの前半5

ヵ年の諸指標は上述のように年度区分つきであり，

そのうえすぐあとで述べるように，5ヵ年計画と

年度計画の結合は強化の方向にあるから，なおさ

らそういえる。もっとも今回の決定には，数理計

画法の適用にもとつく，いわゆる「目標プログラ

ミング法」（nporpaMMHo唄e汀eBo黄MeTo八）を長期

計画編成に用いることが強調されていることを別

にすると，20ヵ年総合プログラムについてはも

とより10ヵ年基本方向についてもそれがどのよ

うな主要指標で構成され，それらの数値（目標数

字）がどのようにして決定されるかといった長期

計画編成の方法上の具体的問題はなにものべられ

ていず（10ヵ年基本方向の場合わずかに10ヵ年

の主要品目別物財バランスと労働力バランスが盛

りこまれることだけが示唆されている），このよ

うな長期計画編成方式の実施もこれからのことで

あるから，その成否についてここで何らかの判断

を下すことは時期尚早というべきであろう。要す

るにここには，長期計画編成に5年を単位とする

いわゆる「ころがし方式」を適用してその時間的

連続性を保持し，そうすることによって長期計画

と5ヵ年計画，ひいては年度計画との有機的結合

をはかろうとする意図だけは明瞭に読みとれるよ
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うに思われる。

　2．5力年計画の役割の向上

　かつてコスイギン首相は，ソ連における経済改

革実施をきめた1965年の党中央委員会9月総会

での報告のなかで，ソ連の5ヵ年計画編成方式に

ついてつぎのようにのべた5）。これまで国民経済

発展5ヵ年計画はそれに盛りこまれた主要課題の

年度別区分をともなっていないため，・企業レベノレ

においても一般に企業自身の5ヵ年計画が作成さ

れなかったが，今後は主要課題の年度区分つき5

ヵ年計画を国民経済計画編成の基本形態にする必

要がある，と。つまりソ連ではそれほど詳細な5

ヵ年計画は作成されていず，実行計画の中心はあ

くまでも年度計画であった。しかし年度計画に重

点がおかれると企業はより長期の視野に立つ経営

活動の見通しをもちえず，目先の成果のみを重視

しがちになるなど，そこに種々の弊害が生れてく

るこどは避けられない。そこで，計画の安定性を

保証してこれらの弊害をなくすためには，あらか

じめ年度区分つきの国民経済発展5ヵ年計画を確

定して，企業レベルにまで年度区分つき5ヵ年計

画課題をおろし，企業はこの計画課題にもとづい

て自己の5ヵ年計画をもつようにすべきである，

というのがこの問題にかんするコスイギン提案の

主旨であった。

　実行計画の重点を5ヵ年計画に移すというこの

提案がソ連で第9次5ヵ年計画（1971～75年）以

降実施され，るようになってきたことはすでにのべ

たとおりであるが，今回の決定ではこの方向がい

っそう強化されることが明確に打ちだされており，

このことは，そこに規定され，ているつぎのような

今後の5ヵ年計画編成方式になによりもはっきり

と示されている。

　5ヵ年計画の編成は，10ヵ年基本方向が確定ず

みであることを前提すると3段階に分かれる。第

1段階は連邦ゴスプランにおいて5ヵ年計画のた

めの基本諸指標と諸経済ノルマチーフにかんする

いわゆる「統制数字」（年度区分つき）の作成には

じまり，ゴスプランはこれを5ヵ年計画がはじま

5）　［19コP・280・

315

る1年まえに連邦省・庁と連邦構成共和国閣僚会

議に通達する。省・庁と共和国閣僚会議はゴスプ

ランから統制数字受理後1ヵ月以内にそれをそれ

ぞれの所管の生産企業合同や企業におろす。それ

で第1段階は終りである。第2段階では，企業合

同や企業はこの統制数字にもとづいて各自の「経

済社会発展5ヵ年計画」案（年度区分つき）を作成

するが，そのさい同時に，補給・販売機関と協同

して企業合同（企業）間経済契約の締結のための製

品品目決定の予備作業も行なわれる。こうして作

成された企業合同と企業の5ヵ年計画案がそれぞ

れの所属する省・庁や共和国閣僚会議に提出され，い

さらに連邦省・庁と連邦構成共和国閣僚会議によ

り統制数字と企業合同や企業から提出された計画

案とにもとづいてそれぞれの産業部門別，共和国

別の5ヵ年計画案が作成され，連邦ゴスプランに

提出される。連邦ゴスプランはそれらの産業部門

別，共和国別計画案の全般的な相互調整ととりま

とめを行なって「ソ連邦経済社会発展5ヵ年計

画」案（年度区分つき）をつくり，これが5ヵ年計

画のはじまる5ヵ月まえに連邦閣僚会議に提出さ

れ，最終的に最高会議で審議され採択されること

になる。第3殿階では，年度区分つきの確定5ヵ

年計画課題が第1段階における統制数：字の場合と

同じルートをふたたびたどって企業合同と企業ま

でおろされ，この確定計画課題にもとづいて連邦

省・庁や連邦構成共和国および末端の企業合同や

企業で各自の年度区分つき5ヵ年計画が作成され

る。また企業合同（企業）の揚合には自己の5ヵ年

計画が作成される時点で同時に，与えられた生産

手段の割当の枠内でその取引相手との間で長期経

済契約（5年間）が結ばれ，そのなかで年度区分つ

きの5年間にわたる大枠分類による品目別納入量

や納入期限等が定められ，る。

　つづいて，以上の手続きで作成される5ヵ年計

画の安定性を保障するための種々の条件が確保さ

れなければならないことが強調されているが，次

節でのべる計画指標体系についての言及をのぞい

てそれらを列挙するとつぎのよう之なる。1）国

家5ヵ年計画の構成部分としてその各年度別の物

財バランス，労働力バランス，生産設備バランス，
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資金バランスおよび住民貨幣収支バランスが作成

される。2）作業ノルマ，労働・原材料・燃料・

電力の支出ノルマならびに生産設備利用ノルマチ

ーフなどの科学的根拠をもったノルマ・ノルマチ

ーフ体系を用いて5ヵ年計画が作成されなければ

ならない。3）工業卸売価格，蓮設見積価格，貨

物運賃は5年間固定される。4）省・庁から末端

の経営体までのあらゆる経済環節において，5ヵ

年計画（および年度計画）遂行度の評価はその計画

開始後の「累積合計」（HapaCTaK）日歯HTor）によ

って行なわれる。5）企業合同や企業の5ヵ年計

画（および年度計画）は経済的・技術的計算に立脚

して作成されるべきであって，種々の指標の「過

去の趨勢」（Cπ0》KHBmaHCb餌HaMHKa）にもとづい

てのみ計画課題を設定してはならないし，これと

かんれんして企業合同（企業）は，自己の生産設備

の現有量と利用度，生産の組織・技術水準と専門

化，生産される生産物の質および5ヵ年計画，年

度計画作成に必要なその他の技術・経済指標を盛

りこんだ「生産企業合同（企業）要覧」（nacnOPT

πpoH3Bo双cTBeHHoro　o6rbe双HHeHHH（npe八pHHTHH））

を作成しなければならない6）。

　これらのうち4）は，経営体の活動の良否を判定

する指標（評価指標とか成功指標とか呼ばれる）の

計算方法が変更されることをのべたものである。

これまで5ヵ年計画遂行度の評価は年度別に，そ

れぞれの年度のみの評価指標の達成水準を算定し

て行なわれてきた（年度計画の遂行度は同様に四

半期ごとに各四半期のみの達成水準によって評価

され’た）のに対して，これが累積合計による遂行

度評価へ変更されることによって，たとえば各経

営体は5ヵ年計画の揚合，当年の計画未遂行を前

年の計画超過遂行によって埋め合わすことができ，

経営体にとってより好都合な改善であるといわれ

ている7）。今回の決定についての解説論文のなか

　6）パスポートを仮に「要覧」と訳したが，その内

容はきわめて詳細なものである。1979－80年に作成を

終え，その後は毎年更新される。企業合同（企業）要覧

は企業合同（企業）で保管され，要請に応じてそのコピ

ーが上部機関や地域計画機関へ送付される。内容につ

いてくわしくは［12］，［15］cTp．35～55を参照。

　7）　　［5］CTP．22．

Vo1．31　No．4

には，累積合計による計画遂行度評価への移行が

「達成度にもとつく計画化の実践を廃止する」意

味をももっていると解する向きもある8）。しかし

これは4）のもつ意味についての拡大解釈という

べきであろう。いわゆる「達成水準による計画

化」廃止の意向を表明しているとみるべきは，別

の解説論文が正しく指摘しているようにむしろ上

記の5）である9）。達成水準による計画化というの

は，上から企業に計画課題をおろすさい．に，そg）

企業の過去の実績にかなりのパ「センテージの上

積みをして次年度の計画課題を設定するソ連に伝

統的な計画編成手法で，これはかっての単年計画

主義およびM．エルマンのいう「計画遂行・超過

遂行誘導型」の経済的刺激方式とあいまって，企

業が自己の余力を出し惜しみ，企業に低目標選好

を促すという逆の結果をもたらし，経済改革直前

のソ連におけるい々ゆる「利潤論争」なかではEL

リーベルマンやB．ネムチノフによりその廃止の

必要性が強く主張されていたlo）。しかし経済改革

後も，刺激方式は企業に高目標選好をうながすと

いう意味での「きつい計画引受誘導型」（エルマ

ン）が実施されたにもかかわらずそれが不徹底な

ものであり（企業管理者へのプレミアム支給方式

はエルマンによると依然として「計画遂行・超過

遂行誘導型」であった），また達成水準による計

画化も年度計画中心も存続したため，企業による

低目標選好の傾向はなくならなかった11）。したが

って安定的な5ヵ年計画が編成・実施され，不評

判な達成水準による計画化も廃止され，そして経

済的刺激方式も改善されるならば，それらが上述

のような難問題の解決に資することはもちろんで

ある。しかしここでは，今回の決定における5ヵ

年計画の役割強化の措置は，これまで解決困難だ

った上記問題へのソ連当局なりの対応策の現れで

あることを指摘しておくだけにとどめたい。

　ところで，計画体系における甲5ヵ年計画の位置

づけが高まり，5ヵ年計画がソ連における計画編

8）　　［3］CTP．5．

9）　　［9］CTP．8，9．

10）　［19］pp．52，210．

11）　［17］pp，114～117，［18］pp．30～35．

じ
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成の主要形態となることに対応して，その年度計

画は当該年度に対する5ヵ年計画の諸課題の「具

体化」，「精密化」として位置づけられ，したがっ

て年度計画は，5ヵ年計画で設定ずみのそれぞれ

の年度の諸指標と諸経済ノルマチーフにもとづい

て作成されることになる。このことは5ヵ年計画

における当該年度の諸課題が，いわば年度計画作

成のための統制数字の役割を果すことを意味する

から，年度計画作成に当って連邦ゴスプランは改

めて統制数字を作成し，それを下におろす必要は

なく，年度計画編成手続きは下から，すなわち末

端の企業合同や企業における年度計画案の作成を

もって開始される。いいかえると，5ヵ年計画の

編成手続きが前述したような3段階から成ってい

るのにくらべて，年度計画のそれは第1段階が省

略されて残りの2段階だけでよいことになり，そ

れだけ簡略化されるわけである。

　年度計画の作成のばあいあらゆる経済管理レベ

ルにおいて5ヵ年計画で設定された当該年度の諸

噛指標を下回ってはならないとされているが，その

さいとくに企業合同（企業）レベルにおける年度計

画案は，その従業員集団による社会主義競争の展

開と，すでにのべた「企業合同（企業）要覧■のデ

ータ等にもとつく経営内予備の活用とに立脚して，

5ヵ年計画の当該年度の課題を超えるいわゆる

「呼応計画」の形をとり，「緊張度の高い計画」

（HanPH＞KeHHHH　nπaH）案として作成されなければ

ならないとされている。このように，1）統制数字

が不要で計画編成が下から開始されること，2）

そのさい計画案は従業員集団による呼応計画の形

をとらなければならないこと，が新方式における

年度計画編成の基本的特徴である。年度計画編成

のその後の手続きは5ヵ年計画の二合と基本的に

同じであるから省略し，以下の点だけを紹介して

おく。連邦ゴスプランはソ連邦全体を包括する年

度計画案を計画開始4ヵ月前に連邦閣僚会議に提

出すること，その後最高会議で採択された年度計

画に基づく確定年度指標を省・庁は，資材・機械補

給の指標をも含めてすべて計画開始1ヵ月半弓に

企業合同や企業に示達すること，さらに，これを’

受理した時点で企業合同（企業）は取1引相手（他の
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企業合同（企業）や地域補給機関）との間の5年間

の長期経済契約にもとづき，生産物の四半期区分

つき受渡量・受渡期限などをより詳細な品目分類

で具体化し精密化すること，などである。

II計画指標の新体系

　ソ連においては伝統的に，企業活動を中央計画

機関の有効な統制下におくための方法として，

「義務的計画課題」とか「承認指標」とか呼ばれ

る多数の計画指標を設定し，それらを上から企業

におろし，これらの指標にもとづいて作成された

企業計画の忠実な執行を企業に義務づけることが

行なわれてきた。企業の自主性を拡大するため

65年の経済改革の結果，企業におろされる承認

指標の数がいちじるしく削減されるとともに，利

潤（量と率）や生産物販売高などの新しい指標も用

いられるようになったことはよく知られている。

79年7月決定はむろんこの承認指標体系の内容

についてもかなりの変更をふくんでいる。

　1．新体系の要点

　今回の決定における承認指標体系の変更は工業

（鉱山業をふくむ）および建設業に適用されるもの

について行なわれた。この変更された指標体系

（新指標体系）は，省までが第11次5ヵ年計画か

ら準備が出来次第ホズラスチョートに移行するこ

ととかんれんして，工業においても建設業におい

てもいずれも省から企業合同（企業）にいたるあら

ゆる経済環節に一貫して適用されるものであるが，

そのうち最も詳細に規定され，ている工業の企業合

同（企業）レベルに適用されるものについて，その

要点を整理して示すとつぎのようになる。

　第1に，上から企業合同（企業）におろされる承

認指標体系は5ヵ年計画用のもの（年度区分つき）

と年度計画用のものとが区別されている。このよ

うな区別は年度区分つき5ヵ年計画を策定し，こ

れと年度計画を連結．させることになったことと関

連していることはいうまでもない。第1表の右欄

に掲げてあるのが企業合同（企業）におろされる5

ヵ年計画の新承認指標体系の内容である。そこに

示された指標のうちから（5），（6），（8），（12），（13），

（15），（ユ6）の各指標をのぞいた残りの11の指標
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第1表　企業合同（企業）の承認指標（5力年計画用）

Vo1．31　No．4

第10次5ヵ年計画（’76一80）の場合 79年7月決定の揚合

生 産

1．生産物販売高

2．主要品目別生産数量

3．高品質生産物の割合

1．標準純生産高

2．主要側目別生産数量：

3．高品質生産物の生産増大

1労働・絵組

4・労働生産性増大（商品生産高による）

5．賃金フォンド総額

6．物質的奨励フォンド，社会文化・住宅建設フォンド

の形成ノルマチーフ

4．労働生産性増大（標準純生産高による）

5・標準純生産高ノレーブル当り賃金ノルマチーフ

6・物質的奨励フォンド，社会文化・住宅建設フォンド

の形成ノルマチーフ

7・労働者・職員数のリミット

8・手労働削減にかんする課題

財 務

7．利潤総額と利潤率

8．国庫納入金と国庫交付金

9．　禾「1潤糸窓額

10・利潤分配ノルマチーフ，

1基本建訓

国庫納入金と国庫交付金

9．新規固定フォンド・生産設備の稼働開始

10・中央配分投資額

11．生産発展フォンドの形成ノルマチーフ

11．新規固寒フォンド。生産設備の稼働開始

12・国家投資・建設作業の．リミット

13．生産発展フォンドの形成ノルマチーフ

1新技術導入1

12新製品開発，新生産工程の導入，オートメ化にかん

　する課題

14，科学技術プログラムρ遂行，新生産工程・新製品開

　発にかんする課題

15・生産・生産物の技術水準の基本指標

16．科学技術的措置からの経済効果

13・主要原材料支出ノルマの平均節約課題

隙・飼酬
17・主要原材料支出ノルマの平均節約課題

18．資材・機械の主要品目別納入量

　　　　出所：《∂KoHoM四ecKaH　ra3eTa》，　No．42，1979，　cTp．7．

　　　　備考：原表をかなり意訳してかかげた。

（ただし第1表の右欄の（10）のうち利潤分配ノル

マチーフものぞかれている）に，別に生産物販売

高指標を加えた計12が年度計画用の承認指標体

系を構成するこどになった。ついでにいうと，工

業省に対する承認指標体系は5ヵ年計画では，企

業合同（企業）のそれに「統一科学技術発展フォン

ド形成ノルマチーフ」を加えた19の指標から成

り，これが年度計画では生産物生産数量，固定フ

ォンド・生産設備の稼働開始，国庫納入金と国庫

交付金，資材・機械納入量，おタぴ生産物販売高

と利潤総額の5つに縮小されている。

　第2に，上部機関から企業合同（企業）におろさ

れる承認指標の数がかなり増加した。ソ連では経

済改革により工業企業に対する承認指標の数はそ

れ以前の30から8つに削減されたが，これは企

業に対する上からの官僚主義的拘束の減少，企業

の自主性の拡大を示す標識とされ，したがって承

認指標のこの削減はソ連経済改革の要点のひとつ

とみ．なされてきた。しかしその後，70年代に入

って漸増傾向を示しはじめていた承認指標数は，

第1表の左欄と輝輝を対比すると第10次5ヵ年

計画（1976～80年）における13から今回の18へ

といっそう増加したことがわかる。承認指標とし

て今回新たに追加されたのは主として労働関係の

もの（蛍働者・職員数のリミットと手労働削減に

かんする課題）と，新技術導入関係のもの（生産・

生産物の技術水準にかんする指標と科学技術的措

置からえられる経済効果）であり，しかも労働生

，

●

9

■
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産性増大，高品質生産物の割合，主要原材料支出

ノルマの平均節約課題などの承認指標も70年代

になって追加されたものであることを考えあわせ

ると，労働力不足や技術革新の立ちおくれなどソ

連経済の抱える諸問題へのそれ，なりの対応策がこ

こにもうかがえるように思われる。

　第3に，標準純生産高とか，標準純生産高1ル

ーブル当り賃金ノルマチーフや利潤分配ノルマチ

ーフなどのいわゆる「安定的経済ノルマチーフ」

といった新しい承認指標が適用されるようになっ

た。従来の主導的指標であった生産物販売高に代

って標準純生産高がその地位を占め，前者には今

後は年度計画における生産物納入義務遂行度の評

価用承認指標という役割が与えられているにすぎ

ない。安定的経済ノルマチーフは5ヵ年計画にお

いて年度区分つきで企業合同や企業におろされた

あと，年度計画で再承認を受ける必要がなく，年

度計画用承認指標の数が5ヵ年計画用のそれにく

らべて減少しているのは実はそのためである（同

様に年度計画で再承認の必要のないものとしてほ

かに国家投資・建設組立作業リミットがあげられ

る）。これらの新指標のうち若干のものについて

は後述することにしたい。

　第4に，企業合同や企業の生産計画および活動

評価における現物指標の役割が高まっている。こ

れまで生産にかんする承認指標のうち現物表示の

ものは，5ヵ年計画ばかりでなく年度計画におい

ても「主要品目別生産数量」として企業に示達さ

れてきたが，今後は年度計画用のその指標が，5

ヵ年計画よりもずっと詳細な品目分類による「生

産物生産数量」として，年度計画用承認指標の第

1位を占めるかたちで企業合同や企業におろされ

ることになった。また，つぎに述べる評価指標の・

第1位におかれるのも，経済契約による具体的品

目別の生産物納入義務の遂行度である。

　第5に，企業合同（企業）の活動の良否をきめる

評価指標（または成功指標）として，上述のものの

ほかに労働生産性増大，高品質生産物増大および

利潤額（二合によって原価引下げ）が用いられてい

る12）。経済改革開始後の評価指標は生産物販売高

12）　　［11］CTP．4．
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と利潤（量と率）であった。第9次5ヵ年計画期に

はこれに労働生産性増大と高品質生産物の割合が

追加され，さらに第10次5ヵ年計画では評価指

標が高品質生産物の割合，労働生産性増大および

利潤額というように組み替えられた13）。そしてま

たもや今回の変更である。これら数個の評価指標

を組み合わせてそれらの遂行度におうじて，利潤

のうちから経済的刺激フォンドへの繰入額が決定

されるというこの刺激制度が複雑にすぎることは

改革当初からその欠陥のひとつとして指摘されて

いた。それにしてもそれ以降のたびかさなる評価

指標の組み替えないし変更は，複雑であるという

ことのほかに刺激制度そのものをきわめて不安定

なものにしているといえよう。

　2．新しい承認指標

　ここでは新たに適用されることになった指標の

うち標準純生産高と利潤分配ノルマチーフをとり

あげ，その具体的内容についてのべてみたい。ま

ず，産出高指標としての生産物販売高に代って標

準純生産高が用いられるようになった事情につい

ていうと，それは販売高が産出高指標としてはか

なり不完全な指標であったからだといわれる14）。

経済改革による販売高指標の採用は，それが企業

活動の評価指標とされたこととかんれんしてその

当初，生産者企業㊧側に1消費者企業の需要動向

への配慮，需要に合わせた生産発展への志向をも

たらし，また納入生産物の代金回収や流通期間短

縮への関心をはぐくむなど，肯定的な結果を生ん

だ。しかし，生産物販売高も商品生産高と同じく

総生産高指標の部分的変形であるから，この3種

類の指標には共通の性格があり，それに由来する

産出高指標としての共通の欠陥を販売高指標もも

っていたのである。

　ソ連における統計カテゴリーとしての総生産高

は，一定期間における1）他企業に引渡された完

成品と半製品，2）他企業のためになされた修理

作業，3）仕掛品や自家製半製品・工具などの当

期残高増加分，4）自企業のためになされた修理

作業などの貨幣評価額総計であり，ここから3）以

13）　　［16］CTP．242．

14）　　［4］CTP．25～27．
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下の価額を控除したものが商品生産高である。ま

たごく単純化していうと前期と当期における商品

生産高の当期における入金高が生産物販売高であ

る。したがってこの3つの指標に共通しているの

は，そのなかに当該企業において新たに造出され

た価値＠十隅）だけでなく，固定フォンドや原材

料から移転された価値（のもふくまれている点で

あり，そのいずれかが産出高指標として適用され

たばあい企業は，より高価な原材料を使用するこ

とによって何ら蛍働投入量を増加させることなく，

生産物産出高を増大させ，生産性の指標を向上さ

せることができる。つまりこれらの指標が用いら

れると，何種類もの生産物を生産している企業に

とってその指標を達成するうえで自己に有利な生

産物と不利な生産物の区別が生じ，企業の側に不

利な生産物の生産を抑え，有利な生産物の生産を

ふやす傾向が生れる。もちろん企業にとって有利

な生産物とは価格が高くて原材料集約的な生産物

であり，不利な生産物とは価格が低くて労働集約

的な生産物である。周知のようにソ連では，この

生産物の有利不利の問題は企業の産出高指標とし

て総生産高が採用されていた時代に発生し，それ

以来，学者や実務家の間でしきりと議論されてき

た問題である。そして経済改革後は産出高指標と

して生産物販売高と商品生産高とが併用された

（労働生産性の計算には商品生産高が用いられた）

から，企業合同や企業にとって生産物の有利不利

の問題がほとんどそのままの形で存続した。経済

改革後も企業における販売高の増大はしばしば，

高価な原料の使用によって達成され，たといわれ

る15）。このような弊害を除去するため固定フォン

ドや原材料からの移転価値をふくまず，当該企業

における新造出価値のみを示す産出高指標，つま・

り純生産高を用いることになったのである（標準

純生産高を用いるのは純生産高指標を対比可能な

ものにするためである）。

　こうした事情を背景にして，ソ連では1973年

から軽工業用機械・食品工業用機械・家庭用機器

製作省，重機械・運輸機械製作省，造船工業貸下

15）　　［1コCTP．39．

Vol．31・No．4

7省所属の45企業で標準純生産高指標を用いる

実験的な試みが開始され，78年1月にはこの試み

は19の工業省所属の433企業（企業合同）にひろ

げられたという16）。この実験的試みでは，あらか

じめ製品別に5年間有効の製品1単位当り純生産

高ノルマチーフをきめておき，当該製品生産数量

にこれを乗じてその標準純生産高を算定するとい

う方法がとられ，このノルマチーフ自体は企業が

作成し，それを省が点検し承認するという仕方で

あった。この試験的施行の結果は肯定的な評価を

与えられているが，純生産高ノルマチーフの計算

方法は企業ごとにさまざまで，統一されていなか

ったようである。

　つぎに，今回の決定により大部分の企業合同や

企業に導入されることになった標準生産高指標に

ついていうと，標準純生産高の計算手続きは基本

的には上述の実験的試みの揚合と同じである。つ

まり標準純生産高のばあいその核心は製品1単位

当り純生産高ノルマチーフの決定にあるが，それ

はつぎのようになっている17）』卸売価格改訂と同

時にこのノルマチーフも国家価格委員会を中心と

する価格決定機関により決定され，企業合同や企

業におろされる（ただし，はじめに述べたように

今回の卸売価格改訂は82年1月実施であるため，

81年の分については省が決定し企業合同や企業

におろすことになっている）。

　純生産高ノルマチーフは製品1単位当りの賃金，

社会保険料および利潤のそれぞれの標準値の合計

から成り，このうちとりわけ賃金と利潤部分の計

算方法はつぎのとおりである。ノルマチーフの賃

金部分を構成するのは生産従業員のそれであるけ

れども，そのうち生産労働者の賃金は企業合同

（企業）の提出する会計報告＝書に別建てとなってい

るため，それのデータを直接利用できる。しかし

その他の生産従業員（技師・技術員，職員および

補助職場の労働者）の賃金は上記報告書に別建て

で示されていないから，』特殊な計算を行なって生

産労働者の賃金に対するその他生産従業員の賃金

の比率を示す係数K3を算定し，これを用いてそ

16）　　［6］CTP．79～80．

17）　　［4］CTP　30～32．

●

⇔

●

馬



o

ρ

も

Oct．　1980 ソ連経済改革の新段階

の他生産従業員の賃金を算出しこれを合算する，

という方法が採用されている。これが賃金部分の

計算方法であり，もちろん当該製品1単位当り部

門平均賃金として算定される。ノルマチーフの利

潤部分の計算には当該製品の卸売価格決定のさい

に用いられる収益率ノルマチーフ（対原価）を利用

し，ただし原価から直接的原材料費を控除したも

の（すなわち賃金，社会保険料，減価償却費および

職場費等から構成されるいわゆる「加工原価」

ce6ecToHMocTb　o6pa60TKH）にそれを乗じて利潤

を求める。このような利潤部分決定方法は理論的

には一貫性を次く（理論的には加工原価ではなく

てその社会保険料込み賃金部分に収益率ノルマチ

ーフを乗ずべきであろう）が，こうした計算方法

をとった主たる理由は，そうしないと，生産物1

単位当りの労働集約度が比較的低く，技術装備度

の比較的高い企業における利潤が小額となり，そ

こではフォンド使用料その他の国庫納入金の支払

いおよび利潤からの経済的刺激フォンド繰入れに

困難をきたすことになるからであるとされてい

る18）。以上のようにして計算された賃金および利

潤に当該製品1単位当りの社会保険料を加えれば，

純生産高ノルマチーフがえられ，それが5年間安

定的なものとし適用されることになる。

　利潤分配ノルマチーフについては，ノルマチー

フの決定方法その他まだ不分明の点が多い。しか

し今回の決定後発表されたこの問題にかんする

「規定」や諸論文の説明を整理すると，その内容

は多分つぎのようになる19）。このノルマチ「フは

国家予算と省以下の経営体との間の利潤分配率を

表わし，たとえばそれが60％という数値で与え

られたとすると，これは省以下の利潤保留分がそ

れだけあることを示す。利潤分配ノルマチーフの

設定手続きは，まず連邦ゴスプランと連邦財務省

が工業省に対してノルマチーフを設定し，つぎに

このノルマチーフの範囲内で省→全連邦部門合同

→生産企業合同（企業）というルートで末端の企業

合同（企業）までそれぞれのノルマチーフがおろさ

18）　　［4］CTP．33．

19）　　［13］cTp．10，［15］cTp．188～190，［14］cTp．40～

44，［7］CTP，60～64，
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れてくる仕組みになっている。これが5年間安定

的なもの（年度区分つき）であることはすでにのべ

たとおりである。

　経済改革後に導入された分配方式では企業利潤

は段階的につぎの3つの用途に分配されていた。

まず企業はその利潤総額のうちからフォンド使用

料・定額納付金などの国庫納入金の上納，銀行信

用返済や銀行利子支払をおこない，つぎに残りの

利潤から所定の基準（ノルマチーフ）で経済的刺激

フォンドへの繰入れ，計画的諸支出の財源形成，

予備フォンドへの繰入れなど済ませ，最後になお

残る利潤を「未配分利潤残高」の形で国庫に上納

する。この：方式における主な欠陥として従来から

指摘され，てきた点は，利潤分配メカニズム全体が

複雑であること，多額の未配分利潤残高が上納さ

れる（ソ連の工業企業利潤総額に占めるその割合

は近年では約30％）こと等であった。これと比較

すると，今回の新方式では未配分利潤残高を減少

させて省以下の利潤保留分をふやし，各経営体が

自己の必要とする資金をかなりの程度利潤保留分

で賄いうることが意図され，また，国庫と省の間

および省以下の経済管理レベルの間にすべて比率

による利潤分配が設定されるため，利潤分配メカ

ニズムが全体として簡略化されるといわれ，ている。

ただしこのノルマチーフの他に省以下の各経営体

に各種国庫納入金の絶対額が同時に下達され，各

経営体に保留される利潤部分の用途，その各種の

自己フォンドへの繰入率は従来どおり厳しく設定

されるから，5年間にわたる利潤分配ノルマチー

フが設定されたことにより企業合同や企業はその

利潤保留分について将来の見通しをもっことがで

き，また利潤保留分が多くなることなどの点に改

善を認めることができるにしても，利潤分配メカ

ニズムがそれほど簡素化されたとは思われない。

　なお，この新方式も1970年に器具・オートメ

ーシ日ン装置・制御装置製作省で実験的に用いら

れはじめ，その後かなり普及され，ていた。参考ま

でに国家予算とそれらの省の間の利潤分配ノルマ

チーフ（％）を示すと，1979年のそれは，上記の

製作省が39．1，トラクター・農業機械製作省が

60．1，重機械・運輸機械製作省が73．9となってい・
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る。近年のソ連工業利潤総額のうち省以下に保留

される利潤の割合は約40％であるから，上記3

省のうち終りの2省における利潤保留分はかなり

高いことがわかる。

　　以上が主として計画編成方式と計画指標体係か

らみた79年7月決定の概要である。この決定に

はそのほか物質的刺激の強化や資材・機械補給の

合理化にかんする具体的な施策なども盛られてい

るが，ここでは取りあげることができなかった。

それらについては別の機会を待ちたい。M．ドッ

ブはかつてソ連の経済改革を評して，そ．れ，が「肥

大化した意思決定集権化の比較的微小な修正」に

すぎず，したがってそこでは「30年代に形成さ

れた制度がその基本的な枠組と作動様式の点でな

お生きつづけている」と述べたごとがある。今回

の決定をここで扱った2点からみるかぎり，長

期・短期計画の連係をはかること，5ヵ年計画を

計画編の基本形態とすること，さらにより合理的

な計画指標を設定しようとしていることなど一応

はみるべき改善策であるといえる。しかしそれら

は30年代の「基本的な枠組と作動様式」を基本

的に抜けだすものではなく，その枠内での合理化

策とみるべきであろう。とりわけ企業合同（企業）

レベルの計画指標数の増加は上からの拘束がそれ

だけ増大したことを意味するからなおさら，ドッ

ブのかつての評言は来年からはじまるソ連の経済

改革の新しい段階（第2段階）にも基本的になおあ

てはまるように思われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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